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１ 実施期間  小学校： 令和４年５月１６日（月）～６月１７日（金） 

        中学校： 令和４年６月２７日（月）～７月２９日（金） 

        ＊学校の実情に応じて期間中に実施してください。 

 

２ 実施手順 

  ＜各小学校＞ 

（１） 各小学校に，昨年度報告された「危険箇所の一覧表」を送付します。 

（２） 一覧表に示されている箇所で，現時点までに改善された箇所については朱書き見え消し

（一本線）で示してください。 

（３） 新たに危険が認められる箇所について，一覧表へ記入してください。 

＊ （２），（３）の内容については，実際に現地を確認したり，学校運営協議会や見守り 

ボランティア，ＰＴＡ等の方々から御意見をいただく等して点検を実施してください。 

＊ 一覧表には，中学校から報告された危険箇所も含まれています。 

（４） 新たに記載した箇所については，場所が特定できる地図を添付してください。 

＊ 住宅地図，ＨＰ上の地図など地図の種類は問いません。 

  （５） 一覧表や地図等を教育支援課に提出してください。（６月１７日締め切り） 

 

  ＜各中学校＞ 

（１） 小学校から報告された危険箇所の一覧表を送付しますので，中学校として危険箇所に加え

る必要がある箇所を一覧表に記入し，教育支援課へ報告してください。 

（７月２９日締め切り） 

 

３ 危険箇所点検の項目 

① 昨年度，2回以上不審者情報が寄せられた箇所 

② 雨天時に増水や冠水などで児童生徒の登下校に危険のある箇所 

③ その他，児童生徒の登下校で大変憂慮される状況が見られる箇所 

④ 児童が立ち入ることができる空き家や廃屋 

⑤ 自転車の左側走行で危険が認められる箇所（中学校のみ調査） 

※ 点検に際しては，「交通安全」「防犯」「防災」の観点で実施いただきますよう 

お願いいたします。 

 

４ 各学校に送付する一覧表（例）について 

 ＊昨年度，提出いただいた表を参考として送付いたします。 

 ＊ゼンリン地図のページは，教育支援課所有のゼンリン地図に準じています 

 

「危険箇所点検」の実施について 
5月校長会資料 
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２ 実施日時  令和４年６月１0日（金） １１時 訓練放送一斉通話 

       ※１０時５０分（訓練１０分前）に訓練予告放送を一斉通話します。 

 

３ 対象校   「防災行政無線（デジタル）」を備える市内全小中学校 

 

４ 訓練内容 

 （１）教育支援課の遠隔制御装置から各学校の半固定電話へ，不審者による事件発生 

の緊急連絡をする。 
 

       「不審者による事件発生を想定した緊急連絡」 

 

 

 

 

 

（２）各小中学校は，緊急連絡を受けた後の初動体制について図上訓練 

を実施する。 

① 連絡を聞いた職員は，メモを取り管理職へ報告する。 

② 管理職は，担当職員を交え児童生徒への対応を指示する。 

③ パトロール隊，自治会，学童保育，幼稚園など情報伝達先を確認する。訓練

のため，パトロール隊等への実際の伝達はしない。 

       

（３）各小中学校は，初動体制の確認を終えたら，教育支援課へ児童の対応内容につ 

いてメールで連絡する。 

       

（４）全ての小中学校からのメールを確認後，教育支援課から防災行政無線により訓 

練終了の連絡をします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災行政無線を活用した不審者対応について 

１ 趣旨  平成２３年３月に導入された「防災行政無線（デジタル）を使用し，不 

審者や登下校時における犯罪など，全小中学校に対して緊急を要する一斉 

連絡が必要な場合に備えるとともに，初動体制や機器の取り扱い方法の確 

認を兼ねた「防災行政無線（デジタル）活用訓練」を実施する。 

◎訓練放送の内容（例） 

「訓練。訓練。 

  本日，午前８時１０分頃，○○中学校（校区の中学校と想定）付近で，

登校中の児童が車で連れ去られそうになるという事案が発生しました。犯

人は車に乗って逃走中。犯人の特徴は， 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○です。 

各校，○○○○○○を確認し，報告してください。 

また，児童生徒の下校時の安全確保をお願いします。 

◇同じ内容を，再度繰り返します。 

 以上，「訓練」による緊急連絡でした。 

5 月校長会資料 
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◆訓練実施日  令和４年６月１0日（金） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「防災無線（デジタル）活用訓練」実施フローチャート 

１０時５０分  訓練「予告」放送 一斉通話 

教育支援課 → 全小中学校 

１１時００分  「訓練放送」 一斉通話 

教育支援課 → 全小中学校 

＜各学校＞  「訓練放送」受信 

ただちに，初動体制について図上訓練を開始 

①連絡を聞いた職員は，メモを取り管理職へ報告 

   ②管理職は，担当職員を交え児童生徒への対応を指示 

   ③パトロール隊，自治会，学童保育，幼稚園など情報伝達先を確認 

  ＊訓練のため，パトロール隊等への実際の伝達は行わない。 

＜各学校＞  初動体制確認後，ただちに対応内容をメールで報告 

 

◇小中学校 → 「教育支援課」に報告 

◇全小中学校から対応内容を確認後，訓練終了の連絡 

教育支援課 → 全小中学校 

  ＊「防災無線」で連絡 

5 月校長会資料 
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対応内容についての確認メール（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【留意点】 

・訓練放送受信後，図上での訓練を実施し，初動体制について報告してください。 

・聞き取った内容や指示のあった確認項目についても，報告文内に入れてください。 

 
 
 
 

 

11:00 防災無線により緊急連絡を受信。内容は以下のとおり。 

 

【訓練】 

本日，午前８時１０分頃，○○中学校付近で，登校中の児童が車で連れ去られそ

うになるという事案が発生。犯人は車に乗って逃走中。 

 犯人の特徴は，○○○○○○○○○○，○○○○○○○○○○，○○○○○○○

○○○，○○○○○○○○○○，○○○○○○○○○○○。 

  

11:05 学校長，教頭，生徒指導担当で対応を協議，確認。 

その後，全教職員を集め，対応を連絡。 

 

【対応】 

 ・指示のあった確認内容は○○○○。 

 ・授業は5時間目で打ち切り，15時から保護者への引渡し下校を実施。 

 ・保護者には，校内メール配信によって知らせる。 

 ・パトロール隊，自治会，近隣幼稚園，学童保育に連絡し，情報共有とパトロー 

ルの依頼。 

 ・職員は二人一組になり，通学路を中心に街頭での下校指導と巡回パトロールを 

実施。 

 

以上，報告します。   

 

 

報告者 ○○○学校 ○○ ○○   

 

 

5 月校長会資料 
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１ 目 的  

児童生徒が人権に関する作文を綴る活動を通して，自分自身や仲間のことを見つめ直す機会

としたり，身近にある人権問題に気づき，解決に向けて行動する実践的な力をはぐくむ機会とした

りする。さらに，作成した人権作文集を人権学習の教材として活用していくことにより，人権課題を

共有し，ともに差別をなくしていこうとする仲間づくりをめざす。 

 

２ 対 象   小学校は３年生以上，中学校は全学年 

３ 応募について 

 (１) 作文内容 

  ① 社会にある人権侵害の事実や差別に立ち向かうたくましい人々，支え合う仲間などの姿を見

つめたもの。 

    ② 新聞，テレビ等のニュースや文学作品等で知った人権侵害の事実，人権を守ろうとしている

人々の活動を見つめたもの。 

    ③ 各学校・園の人権教育活動や人権学習を通じて考えたこと，気づいたことなどが表れている

もの。 

 

 (２) 応募原稿 

    ① ４００字詰め原稿用紙（Ａ４サイズ）を原則とする。 

 ② 字数目安 

 

 

学  年 字  数 

小 学 生 
3･4年 ６００字（原稿用紙1枚半）程度 

5･6年 １,０００字（原稿用紙2枚半）程度 

中   学   生 1,200字（原稿用紙２枚半～３枚半程度） 

 

 (３) その他 

① 作品は，該当学年の学級数をめどに応募してください。 

② 作品には，題名・学校名・学年・名前を明記し，右上をホッチキスで留めてください 

（紛失防止のため）。 

③ 学校から提出する段階で，誤字脱字や段落分け等について，作者（児童生徒）と確認して 

修正しておいてください。 

④ 学校でとりまとめ，(様式１)「応募一覧表」を添えて，A4サイズにコピーし，教育支援課に 

提出してください。返却は致しませんのでご了承ください。 

 

提出の締切  令和４年９月９日(金) 

令和４年度「鈴鹿市人権に関する作文」の募集について 

5 月校長会資料 
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４ 鈴鹿市人権作文集について 

（１）掲載する作品〔代表作品〕の選考について  

     ・人権作文集には，各学年５点程度（全体として３５点程度）の代表作品を掲載します。 

・代表作品の選出は，選考会を開催したうえで決定します。 

     ・選考結果については，各校に通知します。（１１月を予定） 

 

 （２）人権作文集の原稿について 

     ・文中で登場する人物については，仮名を使用してください。 

 ・学校を通じて，作者及び保護者の掲載承諾をお願いします。 

  

（３）人権作文集の配付について 

     ・代表作品のデータは，鈴鹿市教育委員会事務局特設サイトへ掲載する予定です。（年度末を

予定） 

   

５ 人権作文集の活用状況調査について 

（１）本年度の作文作成時での人権学習調査と昨年度の人権作文集の活用状況調査を行うこ と

で，各校における人権作文を活用した人権学習の実態を把握します。 

     

※ (様式２)「鈴鹿市人権作文集」活用状況調査表を提出してください。 

 

                                     提出の締切  令和４年９月９日(金) 

 

（２）昨年度，学校や学級の課題にあった人権学習の題材として活用した作品について，報告をお

願いします。 

    ※ 作文を活用した実践事例（人権学習指導案等）があれば，提出してください。 

 

   

６ その他 

・上記，様式１，２につきまして，後日メールにて送付いたします。 

・代表作品の中からさらに３点を選出し，市広報「広報すずか１２月号」にて掲載するとともに，『じ

んけんフェスタinすずか』（今年度は未定）で朗読発表を行う予定です。 

 

 
 
 
 
 

６ 

5 月校長会資料 
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１ 目 的  
基本的人権に対する意識の高揚と，一人ひとりの人権が大切にされる学校や社会づくりに向け
て，小中学校で人権問題啓発のためのポスター制作に取り組むことにより，児童生徒の差別を許さ
ない人権を尊重する態度の育成を図るとともに，ポスターを活用することにより人権啓発を推進す
る。 

 
２ 取 組 
   ◇校内の人権教育の取組の一環として，次のことに取り組む。 
    ・学級における身近な人権課題や個別的な人権問題についての話し合い活動等を行 

い，差別を許さない仲間づくりや学校づくり，社会づくりにつなげる。 
・人権尊重に向けた思いを発信していく取組として，ポスター制作の活動を位置づける。 
・子どもたちの思いが十分に表現され，人権の大切さを訴えるオリジナリティーあふれる 

作品をめざす。 
 
３ ポスター作成及び提出について 
  （１）対 象   市内小・中学校の児童生徒 
   
（２）表現内容 

    【小学校】 
      ◆下記の様子の中に，差別を許さない仲間や学校が表現されているもの 
         ・友達と楽しく遊んでいる様子を表した絵 
         ・仲間と一緒に活動している絵 
         ・その他，学校生活の中で，明るく楽しい様子を表した絵 
   

     【中学校】 
      ◆下記の主題を強く印象づけるもの 
         ・差別を許さず，なくそうとする心 
         ・人権を尊重することの大切さ 
         ・支え合い，助け合う仲間 
         ・みんなが大切にされる明るい学校・社会 
 
（３）条件 

      ▼自作未発表のものに限る。 
        ・四つ切り画用紙で縦がき 
        ・標語の有無，色の種類，色の数などは，自由（企業名等固有名詞は不可）  

 

（４）提出内容 
      ① 各校の提出点数は，学級数をめどに提出してください。 
 
      ② 提出作品の裏面右下には，学校名・学年・名前（ふりがな）・題名を明記した応募 

作品個票（様式Ｃ）を貼付してください。 
※（様式Ｃ）は必要数分をコピーして使用してください。 
 
 
 

令和４年度 「鈴鹿市人権問題啓発ポスター」の募集について 

5 月校長会資料 

14



③ 学校で作品を取りまとめて，所定の応募作品一覧表（様式Ａ）と応募作品集 
計表（様式Ｂ）を添えて，教育支援課へ提出してください。 

 
提出の締切 令和 4年 9月９日(金) 

 
４ ポスター作品等の選考について 
◆応募された作品の中から，ポスター作品(２点)・カレンダー作品(１２点)・入選作品(５０点程度)
を選考する。 
〇ポスター作品 
・令和４年度の代表作品として，小学生１点・中学生１点をポスターとして印刷し， 
人権問題啓発のため各小中学校や市内公共施設等に配付する。 
 

〇カレンダー作品 
・カレンダー作品として１２点を選考し，カレンダーを作成して各小中学校へ学級数 

分を配布する。 
 

〇入選作品 
・各学年から５点程度を入選作品として選考し，ポスター作品やカレンダー作品と 
ともに，市庁舎内の市民ギャラリーや鈴鹿市文化会館で開催（未定）の「じんけんフェスタｉｎ
すずか」にて展示する予定。 

 
※ポスター作品・カレンダー作品に選考された児童生徒には，作品に込めた 思いについ
てコメントの提出を依頼することがあります。 

 
＊令和３年度「鈴鹿市人権問題啓発ポスター」代表作品 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

５ その他 
◆三重県人権センターが募集する『２０2２年度「人権」に関するポスター』は， 

 
後日案内が届きますので，ご確認ください。 

 
 

  

5 月校長会資料 
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学校（施設）被害事故報告について  
 

 職員室，教室等への「侵入」や「盗難」，学校敷地内での「落書き」や「器物破損」

等が発生した場合，下記のとおり対応し，報告書を提出してください。  

 

人的要因による事故発生時の対応について  

 

     

     

     

     

     

     

     

     

                               

《記入例》  
 

                                                         

鈴〇学 第   号 

                                  令和 年 月 日 

  （宛先）鈴鹿市教育委員会 

                                                    鈴鹿市立○○学校 

                                                     学校長□□□□  印 

 

学 校（施設）被 害 報 告 

 

 １．被害発生日時 令和 〇年 〇月 〇日（ ）  午前○時○分ごろ 

 

 ２．被 害 箇 所             西館１階 多目的室 北側 

 

 ３．被害の状況   窓ガラス破損５枚 

 

 ４．概   要    ○月○日朝，○時○分，登校してきた職員□□が発見した。 

窓ガラスはソフトボ－ル大の石が投げ込まれ，大きく割れて 

いた。しかし，内部に侵入した形跡はない。 

 

 ５．措   置    現場を保存し，教育支援課と鈴鹿警察署に電話で連絡した。 

被害状況証拠として，写真撮影をした。職員に被害の確認を 

させたが，投石による窓ガラスの破損のみであった。  

 

 

 

 

（１）  現場を保存し，教育支援課へ早急に連絡する。 

    （重大事故については，休日でもご一報ください。） 

 （２） 学校長の判断により，警察へ通報を行う。 

 （３） 被害の現状を写真等に残す。 

 （４） 被害報告を下記の形式により簡単にまとめ，写真を添付の上， 

教育支援課に提出する。（部数は１部） 

5 月校長会資料 
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不登校支援の充実 ～よく知ること・情報を集めることに注力する～ 

 
１，“３つの取組”を充実させる  
 

（１）新たな不登校が生じない取組  ＊“魅力あるよりよい学校づくり”が基盤 
  〇 「温かな関わり・声かけ」，「授業改善」，「学級づくり（居場所づくり）」の充実 
 

（２）長期欠席の兆候がある児童生徒への取組 

  〇 欠席状況の見える化。連続欠席日数を把握・共有する仕組みづくり。 
   ＊「連続欠席３日」，「累積欠席日数１５日」等は，何らかのサインであり，兆候。 
 

（３）長期欠席状態にある児童生徒への取組 

 〇 改めてその子の情報を整理し，“仕切り直し”のためのケース会議を開催する。 
   

＊SCや SSW，関係機関等と情報共有し，その子理解・アセスメント（見立て）の 
ためのアドバイスを求める。「WISC-Ⅳ」等の心理検査の結果を SC に解説してもらうことは，
非常に有益。 

 

２，上記「１，（２）（３）」について 
 

（１）軸となる考え方・意識等  
 

  その子にとって必要なこと，その子が求めているものは何か？ という視点 

 

 

 

 

 

 

 
（２）軸となる動き・取組等 ～校内で実現したいこと～ 
 

〇長期欠席の兆しがある児童生徒の「児童生徒理解支援シート」を作成する 
・ シート作成は，その子の情報を「見える化」することになり，情報共有が効率的 
に進められる。＊SC，SSW等とも情報共有し，助言をもらう。 

    
〇ケース会議（関係者会議）を開催し，保護者を交えた支援会議につなげる 
・ 関係者がチームを構成。チームで情報を整理し，アセスメント（見立て）をする。 
・ アセスメント（見立て）に基づき，初期支援，短期目標を明確にする。 

 

  

 

 

 
 
 
 

【集めたい情報】 ＊保護者から，前担任から，「支援ファイル」から以下の内容を！ 
（１）家庭でのこと 

 〇親子関係や家庭内の雰囲気・様子，被虐待の体験，食事や睡眠のリズム等 

（２）その子自身のこと 

〇病歴・通院歴・服薬の有無，友だち関係，学力の悩み・状況，発達特性の有無， 

小学校は就学前の情報，中学校は小学校の情報，特技・興味関係，将来の夢 等 

※  主治医や関係機関からの情報も有益。 

 

・ 不登校のきっかけや継続理由等を明らかにする取組は必要。しかし，きっかけや継続 

理由が分からないことも多い。“原因探し“にこだわりすぎることを控えつつ，その子の 

“心のエネルギー”を満たす取組を考えていくことが必要。 

・ きっかけ，理由が分からない状況であっても，その子が求めていることを大切にしな 

がらつながることで，状況に変化が生まれることが少なからずある。 

 

5 月校長会資料 
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欠席時の対応（※ 原則として対面で安全を確認する） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
居所不明が疑われる児童生徒への対応について 

   

【連続欠席３日（目安）】 

連続欠席等が３日間になった場合，担任・養護教諭等がチェックし，管理職へ報

告する。また，家庭訪問を行う。 

【連続欠席７日】 

連続欠席が７日間になり，正当な事由（病気や事故，一時帰国等）がない場合，

管理職は速やかに教育支援課へ報告する。 

【連続欠席１ヶ月以上】 

正当な事由（病気や事故，一時帰国等）がなく，連続欠席が1か月以上にわたり，

児童生徒の安否確認ができていない場合，速やかに教育支援課に報告する。また，

長期欠席児童生徒在籍状況調査の備考欄に，いつから確認ができていないか記載

する。 

 ※確認ができた場合，速やかに教育支援課に報告する。 

5 月校長会資料 
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まもってくれてありがとう運動について 
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【事務担当：鈴鹿市教育委員会事務局 学校教育課 教職員 G】 
 

鈴教学第 289号 

令和 4年 4月 21日  

（宛先）各小中学校長 

 

鈴鹿市教育委員会事務局 

学校教育課長 

 

 

児童生徒数の正確な把握について（依頼） 

 

 

このことについて，日頃から各学校において正確な児童生徒数の把握に取り組んで

いただいていることと思います。下記の点について引き続き取り組んでいただくよう

お願いします。 

 

記 

 

 

１ 正確な児童生徒数把握に向けた校内体制作り 

  （取組事例） 

・ 毎月２０日に各担任から人数報告を行い職員会議で各学年の人数一覧を配

付し全教職員で人数確認を行う。 

・ 常に児童生徒数黒板等に着目できるよう打ち合わせ等で連絡するともに，標

準学級数等に変動の可能性がある学年については視覚的に強調し，全教職員

で確認する。  

   

２ 児童生徒数等報告書について複数の職員で確認する仕組作り 

  （取組事例） 

・ 児童生徒数報告書等提出期日が近い文書を児童生徒数黒板に掲示し，転出入

時に担当者を含む複数の職員で，理由を明記するとともにすぐに修正できる

ようにする。 

・ 児童生徒数報告書等提出期日前に，必ず複数の職員（校長，教頭，事務職員

を含む）で転出入に関わる文書に照らして，変動理由（誰の転出入なのか）

を明確にしながら確認する。 

・ 転出入により標準学級数等の変動の可能性が高い学年について，学年主任，

学年担任等にも周知し，転出入の情報があったときは，すぐに管理職に情報

が伝わるようにする。 

 

＜学校教育課が実施する児童生徒数報告一覧＞ 

○毎 月 児童生徒数報告  

○調 査 所属態様報告書（５月，９月，１２月調査） 

○年度末 児童生徒数報告書（毎週金曜日） 

校長会資料 
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教職員育成支援のための人事評価制度実施要領 
 

１ 制度の目的 

教職員育成支援のための人事評価制度は、地方公務員法の改正に伴い、職員が職務

遂行上発揮した能力及び挙げた実績を評価し、任用、給与等の人事管理の基礎として

活用することを通じて、「教職員の能力・意欲の向上」及び「組織力の向上」を目指

すものである。 

また、「教職員の能力・意欲の向上」及び「組織力の向上」については、次の内容

を重視する。 

 

○ 教職員の能力・意欲の向上 

① 教職員の主体的な教育実践や自己啓発を促し、能力向上を図る。 

② 目標の明確化、業績の適切な評価等により、モチベーションを向上させる。 

③ 対話により現状に関する気づきを促し、業務改善や意識の向上につなげる。 

 

○ 組織力の向上 

① 組織の目標を共有し、教職員の協力協働を促進することを通じて、「目指す学

校像」の実現を図る。 

② 職場全体の活性化を促し、学校運営の質の向上を図ることで、子どもたちの目

線に立った教育の充実及び地域からの信頼の確保につなげる。 

 

２ 評価対象者 

評価対象者は、公立小中学校に勤務する全ての正規県費負担教職員及び県立学校に

勤務する全ての正規教職員（任期付職員を除く。）とする。 

ただし、休暇等の取得により、評価期間において勤務実績が９月未満の職員につい

ては、目標設定、面談、自己評価及び評価者による評価を省略することができる。 

なお、管理職員、評価期間において学校での勤務実績がない職員及び学校に在籍し

ていない職員等、評価を実施しないことが妥当であると特に認められる教職員を除

く。 

 

※ 学校に籍があり、県教育委員会事務局で勤務する充指導主事等（以下「県教委充

指等」という。）については、その職員が所属する課等の所属長が評価を実施す

る。 

 

３ 評価者 

  第１次評価者及び第２次評価者は、次のとおりとする。 

 第１次評価者 第２次評価者 

小中学校 教頭 校長 

県立学校 教頭または事務長 校長 

 

※ 県教委充指等については、別に定めるものとする。 

 

４ 評価の期間及び回数 

  評価の期間は、４月１日から翌年の３月３１日までとする。 

評価の回数は、年１回とする。 
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５ 評価領域及び評価要素 

評価領域及び評価要素は、「評価領域及び評価要素」（別紙１）のとおりとす

る。 

 

６ 面談について 

（１）期首面談（５月下旬までに実施） 

第２次評価者は、評価対象者と期首面談を行い、評価領域「職務遂行」の目標設

定等について協議する。 

 

（２）中間面談（期間途中に必要があれば実施） 

第２次評価者は、期間途中において必要がある場合、評価対象者との中間面談を

実施する。 

 

（３）期末面談（２月上旬までに実施） 

第２次評価者は、評価対象者と期末面談を行い、当該期間における職務遂行上発

揮された能力・意欲及び実績に関する自己評価の結果を聴取したうえで、「絶対評

価」を行う。 

 

（４）フィードバック面談（３月下旬までに実施） 

第２次評価者は、評価結果を記入した「人事評価シート」の複写を対象者本人に

渡し、評価対象者に評価結果の説明と評価結果に基づく指導・助言を行う。 

 

７ 目標の設定と評価 

（１）自己目標の設定（年度始めに実施） 

評価対象者は、評価領域「職務遂行」の「具体的な目標」及び「目標達成に向け

た取組内容」を設定し、「自己目標設定・人事評価シート」（別紙２－１～９）、

（以下「評価シート」という。）に記入する。 

 

（２）評価対象者による自己評価 

評価対象者は、自らの取組状況を客観的に振り返り、「着眼点及び着眼点の具体

的な例」（別紙３－１～９）及び「評価段階の判断基準」（別紙４）、（以下「評

価基準等」という。）に基づき、各評価要素について５～１の５段階で自己評価

し、評価シートに記入する。 

 

（３）評価者による人事評価 

第１次評価者は、評価対象者の自己評価を踏まえ、評価基準等に基づき、各評価

要素について５～１の５段階で「絶対評価」を行う。 

第２次評価者は、評価対象者と期末面談を行い、自己評価の結果等を聴取したう

えで、第１次評価者の評価も踏まえ、評価基準等に基づき、各評価要素について５

～１の５段階で「絶対評価」を行う。 

第２次評価者は、各評定要素の評価から評価領域ごとの評価（評価要素の平均

値）を算出し、「評価領域と評価の割合」（表１）に示された割合をかけて値（評

点）を求め、すべての評価領域の評点の合計値（小数第２位を四捨五入）を「評語

の基準」（表２）の基準に照らして、Ａ～Ｅの５段階で評語を決定する。 

※ 自己評価及び評価者による評価において、５段階の中間の評価である「３」

は、目標を概ね達成し、通常の業務に支障がない場合を想定している。 
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【表１ 評価領域と評価の割合】     【表２ 評語の基準】 

評価領域 評価の割合  評語 基準 

職務遂行 ５０％  Ａ ４．５以上０００００  

能力 ２０％  Ｂ ３．５以上４．５未満 

協力協働 ２０％  Ｃ ２．５以上３．５未満 

意欲 １０％  Ｄ ２．０以上２．５未満 

Ｅ ２．０未満 

 

 

８ 勤勉手当成績率及び昇給号給数の決定 

評語に応じた勤勉手当成績率及び昇給号給数は、「勤勉手当成績率及び昇給号給

数」（表３）のとおりとし、評語Ａ及びＢの職員の中で表３の勤勉手当成績率を適用

する職員（以下「加算対象者」という。）は、以下の手順で決定する。 

 

【表３ 勤勉手当成績率及び昇給号給数】 

評語 

勤勉手当成績率 昇給号給数 

右記以外の職員 再任用職員 右記以外の職員 55 歳以上の職員 

Ａ 
100／100 

45／100 ４号給 

昇給しない 

Ｂ 

Ｃ  95／100 

Ｄ  90／100 43／100 ２号給 

Ｅ  85／100 41／100 昇給しない 

 

※ 勤勉手当は、扶養手当を基礎額から除外することで原資を確保し、その原資の範

囲内でＡ及びＢの者に加算した成績率を適用する。 

 ※ 昇給は、公立学校職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（昭和４５

年人事委員会 教育委員会規則第２１号）（以下「初任給規則」という。）で定

められている号給数の範囲内で加算することになる。 

※ 原資に限りがあることから、成績率が高い評語であっても、上記のとおり支給で

きるとは限らない。 

※ 通常の昇給号給数が４号給以外の職員の昇給号給数については、別途定めること

とする。 
 

 

（１）加算対象者数の配分 

県教育委員会は、公立学校職員の給与に関する条例（昭和３０年条例第１０号）

及び初任給規則に定める原資の範囲内で、各市町等教育委員会及び各県立学校ごと

に加算対象者数を配分する。 

各市町等教育委員会は、市町内の各公立小中学校に加算対象者数を配分する。 
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（２）加算対象者の選定 

第２次評価者は、各学校に配分された加算対象者数の範囲内で加算対象者を選定

する。 

 

（３）評価結果の報告 

評価結果の県教育委員会への報告は、小中学校においては市町等教育委員会教育

長、県立学校においては校長が行う。 

 

（４）勤勉手当成績率及び昇給号給数の決定 

県教育委員会は、報告された評価結果をもとに、評語に応じ、表３により勤勉手

当成績率及び昇給号給数を決定する。 

 

（５）評価対象者への伝達 

第２次評価者は、フィードバック面談等の機会を活用し、決定された勤勉手当成

績率及び昇給号給数を口頭により伝達する。 

 

（６）勤勉手当成績率及び昇給号給数の特例 

  以下の事由等に該当する場合、表３によらない勤勉手当成績率及び昇給号給数に

決定することがある。 

   ・昇任等の人事上の取扱いがあった場合 

   ・初任給規則で定める期間以上勤務実績がない場合 

   ・懲戒処分を受けた場合 

 

９ 苦情対応 

評価結果等に対する苦情対応については、苦情への一次的な対応を行う苦情相談及

び一定の調整を行っても解決しない事案に対応する苦情処理により行う。 

なお、苦情対応の窓口は、県立学校においては県教育委員会に、小中学校において

は市町等教育委員会に置く。（別紙５－１、２参照） 

 

10 評価者研修の実施 

  新規評価者等に対して、評価能力の向上のために必要な研修を実施するものとす

る。 

 

11 評価シートの保管 

  各所属における評価シートの保存期間は５年とする。 

 

12 その他 

  この要領に定めるもののほか、教職員育成支援のための人事評価制度の実施に関

し必要な事項については別途定める。 

 

附則 

この要領は、平成２８年４月１日（表３の昇給号給数については平成２９年４月１

日、勤勉手当成績率については平成２９年６月期）から施行する。 

 

附則 

この要領は、平成２９年４月１日から施行する。 
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附則 

この要領は、平成３０年３月２７日から施行し、平成２９年１２月１日から適用す

る。 

  ただし、表３の平成３０年６月期以降の勤勉手当成績率については、平成３０年

４月１日から施行する。 

 

附則 

この要領は、平成３０年１２月２１日から施行し、平成３０年１２月１日から適用

する。 

  ただし、表３の平成３１年６月期以降の勤勉手当成績率については、平成３１年

４月１日から施行する。 

 

附則 

この要領は、令和元年１２月２３日から施行し、令和元年１２月１日から適用す

る。 

  ただし、表３の令和２年６月期以降の勤勉手当成績率については、令和２年４月

１日から施行する。 

 

附則 

この要領は、令和４年４月１日から施行する。 
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３ この制度の流れ 

【４月～５月】 
 
  学校マネジメントシート等（目指す学校像） 

  
 

自己目標の設定   評価対象者は、学校マネジメントシート（目指す姿等）、学年 
目標、教科目標等、また、前年度に達成した自己の成果や残さ 
れた課題を踏まえて、今年度の自己目標を設定し、評価者に提 
出します。 

期首面談      第２次評価者は、評価対象者と面談を行い、設定された目標に 
ついて、目指す学校像や学年目標等との整合性や評価対象者の 
能力開発、人材育成の観点から、指導、助言を行います。 

 
【年度途中】 

 
目標達成に向けた取組 

評価対象者は、相互に協力・協働し、評価者の指導・助言を 
踏まえて目標達成に取り組みます。評価者は、評価対象者の職 
務遂行状況の把握に努め、指導、助言、目標達成に向けた支援 
を行います。 

  中間面談    【必要に応じて】 
                 評価対象者は、必要により当初の目標の追加・修正をします。 

その場合、第２次評価者は、中間面談を行い、指導、助言を行 
います。 

 
【１月～３月】 
 
期末面談       評価対象者は、年度当初等に設定した目標についての成果等 

を振り返って、自己評価を行い、評価者に提出します。 
第２次評価者は評価対象者と期末面談を行い、当該期間にお 

ける職務遂行上発揮された能力・意欲及び実績に関する自己評 
価の結果を聴取したうえで、「絶対評価」を行います。 

 
フィードバック面談  第２次評価者は、評価対象者と面談を行い、評価結果の説 

明と評価結果に基づく指導・助言を行い、教職員の能力・意欲 
の向上を図るとともに、評価結果については、人事評価シート 
の複写を評価対象者本人にわたします。 

                評価対象者は、評価の結果や指導、助言を踏まえ、自己の強 
み弱みを把握し、自己啓発や次年度以降の取組に活用します。 次年度に向けて 
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鈴教学  第 435 号  

令和４年５月  日  

 

（宛先）各小中学校長 

 

鈴鹿市教育長  廣田 隆延  

 

地震等災害発生時（勤務時間外）における教職員の対応について 

 

このことについて，下記のとおりの対応をするとともに，職員への周知をお願いします。 

 

                  記 

 

１ 鈴鹿市災害対策本部及び支部の組織と所掌事務 

部 班 所掌事務 班員 

避難所対策部  

◎教育長  

○教育次長 

○参事 

 

 

学校管理班  

□教育総務課長 

□学校教育課長 

◇教育指導課長 

◇教育政策課長 

◇教育支援課長 

１ 学校施設の災害対策に関すること。  

２ 学校施設による避難所及び避難地の

応急供用に関すること。  

３ 救助用学用品の支給に関すること。  

４ 被災児童・生徒に対する授業に関す

ること。  

教育総務課員  

教育政策課員 

教育指導課員 

教育支援課員 

学校教育課員  

学校職員 

（◎部長，○副部長，□班長，◇副班長） 

 

 

２ 配備体制 

（１）第２非常配備（災害対策本部の設置）となるとき  

状 況 対 応 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

●市内に大雨警報，洪水警報，大雪警報のいずれ

かが発表され，被害の発生が予想されたとき。 

●県内（鈴鹿市を除く）に震度５強以上の地震が 

発生したとき。 

●遠地地震により，津波警報が発表されたとき。 

●気象庁が「南海トラフ地震に関連する情報（臨

時）を発表し，三重県が「南海トラフ地震準備

体制」を取ったとき。 

●市内に高潮警報が発表されたとき。 

●その他異常な自然現象又は人為的原因による災 

害が発生又は予想されるときに，市長が必要と

認めたとき。 

○特別に参集を要する校長へ

は，避難所対策部学校管理

班から携帯電話に直接連絡

を入れる。 

 

Ｂ 

 

 

●鈴鹿市内に震度４及び震度５弱の地震が発生し

たとき。 

●市内に暴風警報，暴風雪警報のいずれかが発表

されたとき。 

【全校自動参集】 

○管理職は１名自動参集し，

学校に待機をする。 

 

校長会資料 
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（２）第３非常配備となるとき   （ 第２非常配備の拡充 ） 

状 況 対 応 

 

●市長が第２非

常配備の拡充

を必要と認め

たとき。 

 

 

 

          

 

第２非常

配備体制

が「Ａ」

の時 

 

① 既に参集している管理職は学校で待機し，そうでな

い管理職は避難所対策部学校管理班から指示が出

るまで，自宅で待機する。 

② 参集を要する校長へは，避難所対策部学校管理班か

ら校長の携帯電話等へ直接，又は，校長会の連絡網

を使って連絡を入れる。  

③ 校長が必要と認めたときは，職員の中から指名招集

して従事させる。 

※ 学校の体育館等が避難所になった場合は，市の担当 

者に協力できる体制をとる。 

 

 

第２非常 

配備体制 

が「Ｂ」 

の時 

① 避難所対策部学校管理班から，既に第２非常配備中

の校長等に，防災行政無線やメール等で連絡を入れ

る。 

連絡を受けた者は，自宅待機中の管理職に参集を伝

える。（管理職は全員参集となる｡） 

② 校長が必要と認めたときは，職員の中から指名招集

して従事させる。 

※ 学校の体育館等が避難所になった場合は，市の担当 

者と協力できる体制をとる。 

 

（３）第４非常配備となるとき   （ 非常体制 ） 

状 況 対 応 

●市内に震度５強以上の地震が発生した

とき。 

●東海地震の強化地域内に東海地震予知情

報が発表されたとき 

●津波警報又は，大津波警報が発表された

とき。 

●広範囲に災害が発生又は予想されるとき

に，市長が必要と認めたとき。 

① 管理職及び職員は自動参集する。 

② 避難所対策部学校管理班から，校長に

防災行政無線や校長会の連絡網等で参

集の連絡をする。校長は職員全員に参

集の連絡を入れる。 

※校長は，初動体制を確立するための要員

として，比較的短時間で参集できる職員

を予め決めておく。 

※上記（１）～（３）いずれのときも，学校へ到着後は，庁内 LAN の掲示板及び避難所対

策部学校管理班からのメール等を常時確認し，その指示に従う。 

 

３ 非常配備時に行う業務について 

（１）児童・生徒の安全確保 

（２）災害に係る情報収集 

（３）人的被害や物的被害の確認 

（４）教育委員会等への被害の報告 

（５）被害に対する対応 

（６）教育再開に向けた対応 

（７）避難所が開設されたときの対応 

（８）その他災害に係る対応 
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４ 被害状況報告等について 

（１）施設被害について 

・校長は，被害状況を電話・メール等で，教育政策課へ報告する。 

 ① 被害があれば確認した時点で報告。 

 ② 震度５強以上の地震の場合，被害の有無に関わらず速やかに報告。 

 

（２）人的被害について 

・校長は，児童生徒，職員，施設利用者で，軽傷，重傷，行方不明，死者  

 があれば，電話・メール等で，学校教育課へ報告する。 

 

（３）児童生徒の自宅待機等の情報について 

・校長は，始業時刻の変更，休校・下校措置等の情報を，教育指導課へ報告する。 

 

（４）その他 

・その他，特に連絡すべき事項があれば，学校教育課へ報告する。 

・（１）～（３）の報告は担当課のみへ報告する。複数課に同じ情報は不要です。 

 

 

５ 振替・手当等について 

（１）週休日等のとき 

① 原則，振替等で対応 

② 【条件あり】  

管理職：管理職員特別勤務手当又は災害等宿日直勤務従事者勤務報告で対応 

教 員：教員特殊業務手当又は災害等宿日直勤務従事者勤務報告で対応  

 

（２）平日時間外のとき 

  ③ 【条件あり】  

管理職：災害等宿日直勤務従事者勤務報告で対応 

教 員：教員特殊業務手当又は災害等宿日直勤務従事者勤務報告で対応  

 

 

６ その他 

・管理職は，「防災危機管理情報メール配信システム」への登録をお願いします。４月

１日以降の再登録が必要です。 

 ・緊急時に備え，緊急時救護班用薬品等や備蓄庫の鍵の確認及び備蓄庫の整理をお願い

します。なお，年に 1回は備蓄庫を開け，整理状況等を確認していただくようお願い

します。 

・何らかの事情により体育館の鍵を交換する場合は，必ず防災危機管理課へ連絡をお願

いします。 
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過重労働による健康障害防止について 

◆ 令和3年4月1日 ～ 令和4年3月31日の状況 

 

 
令和 2年度年度（4月～3月） 令和 3年度（4月～3月） 

時間数 延べ人数 時間数 延べ人数 

幼稚園 0時間 0人 0時間  0人 

小学校 約1005時間 12人 約 1284時間 15人 

中学校 約7058時間 72人 約5052時間 52人 

◆ 傾向 

・ 小学校では，前年度同期間に比べ，延べ人数・時間共に増加しています。一昨年度

は４～５月に学校臨時休業がありましたが，昨年度は通常授業が行われたことも増

加に影響しているものと考えられます。 

・ 中学校では，前年度同期間に比べ，時間数・延べ人数ともに減少しています。休養

日の設定等部活動の適切な運営によるものと考えられます。 

・ 昨年度と同様に，中学校における 80 時間／月を超える時間外勤務がある教職員が

固定化しております。 

・ 鈴鹿市立学校及び幼稚園職員に係る過重労働による健康障害防止のための対策実

施要綱の第4条により，昨年度，産業医による面接指導を希望した職員はのべ3人

でした。 

◆ 対応 

・ 本年度も時間外労働時間一人当たり月 45 時間以内が目標となり，職員一人ひとり

が時間外労働時間の縮減を自覚し，出退勤システムを活用しながら時間外在校等時

間を正確に把握し，自己管理に努めるようご指導ください。 

・ 管理職の先生におかれましては，過重労働による健康障害防止のために，職員の健

康状況管理に努めるようお願いします。 

・ Chromebookの活用などでの会議の効率化やスクール・サポート・スタッフの方の

活用，また常に校（園）務分掌の見直しを図るなど，仕事が特定の職員に偏らない

よう，業務の平準化に努めるとともに学校行事の大幅な見直しをお願いします。 
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鈴教学  第 470 号 

令和 4年 5月 日 

 

（宛先）各小中学校長 

 

鈴鹿市教育委員会事務局 

学校教育課長 

 

 

   体罰根絶に向けた取組の徹底について（依頼） 

 

 このことについて，別添（写）のとおり三重県教育委員会教育長から依頼が

ありましたので，体罰に係る実態等を継続的に把握し，発生時には下記により

提出をお願いします。 

 

記 

 

1 提出文書および提出期限 

(1) 体罰事案報告用紙（別紙様式１） 

体罰事案把握後，速やかに提出してください。 

 

2 提出先 

学校教育課 教職員 G 

 

3 その他 

(1) 各学校において，学期に１回程度，児童生徒へのアンケート等の調査を

通して，児童生徒からの情報収集に努め，体罰の実態把握を行ってくださ

い。参考として，アンケート用紙の（例）を添付しましたので参考にして

ください。 

 (2) 保護者宛「体罰の実態把握のための調査について」の使用については， 

各学校の事情に応じてお考えください。 

 

 

 

 

【事務担当：学校教育課 教職員 G Tel 382-7618】 

校長会資料 
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校長会資料                      鈴教学 第470号  

令和 4年 5月 日 

 

（宛先）各幼小中学校（園）長 

 

鈴鹿市教育長 廣田 隆延 

 

 

「体罰や暴言等の不適切な言動の禁止」について 

 

このことにつきましては，平成 29 年 5 月 18 日付鈴教学 459 号「体罰根絶に

向けた取組の徹底について」をはじめ，かねてより機会を捉えて通知し，各学

校（園）長におかれましては，平素より適切な指導を図っていただいていると

ころです。 

今一度，体罰や暴言等の不適切な言動の根絶に向け下記のような対策を講じ，

教職員による「体罰や暴言等の不適切な言動の実態把握」に努めるとともに，

「体罰・暴言等の禁止」について，再度必ず御指導いただきますようお願いし

ます。 

 

記 

  

○ 園児児童生徒との定期的な教育相談を実施する。  

○ 意見箱・相談窓口等を設置する。 

○ 管理職による授業・部活動参観等を行うことで，体罰の実態把握に努める。 

○ 学校（園）長が職員会議や校内研修会の場で，体罰防止資料「体罰の根絶に

向けて」や「体罰が起こる傾向についてのチェック表」，また県より配付さ

れた DVD「教育活動における体罰の防止」等を活用しながら，体罰の未然防

止や服務規律の確保について，定期的に教職員に対して，啓発及び指導して

いく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【事務担当：学校教育課 教職員 G Tel 382-7618】 
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NO 項　　　　　　　　　　　　　目 YES NO

1 すぐにかっとなり，子どもを否定してしまうような言葉をかけてしまうことがある。

2 児童生徒理解が不十分で，子どもの目の高さでものをみることができない。

3 子どもを一方的に自分の方針や価値観に従わせようとする傾向がある。

4 子どもと接する場面で，怒鳴ったり，威圧的な態度になってしまうときがある。

5
子どもの話を最後までじっくり聴いて理解しようとする余裕に欠け，子どもを頭ごな
しに叱ることがある。

6
子どもが，何度注意しても指導に従わなかったり，指導に対して反抗的な態度をとっ
たりしたときに，苛立ちを覚え感情的になることがある。

7
子どもができないことを，自らの指導を顧みることなく，子どもの責任にしてしまう
ときがある。

8
子どもの言動について，その態度の原因，背景や障がいの特性まで考えて指導に当
たっていない。

9
ちょっとした配慮が足りず、子どもへの温かみが伝えられずに不信感をもたれやす
い。

10
合理的配慮の視点に欠け，困り感のある子どもに合わせた指導ができないことがあ
る。

11 体罰は，時と場合によっては指導のひとつであると考えることがある。

12 ペナルティを課したり，連帯責任を取らせる指導をしてしまうことがある。

13
「厳しく指導してください。」という保護者の声は，「体罰容認」と受け止めてい
る。

14
子どもが，体罰行為のまねをすることがあるなど，体罰が子どもに与える影響につい
て，考えたことがない。

15
学級の課題や子どもの問題行動等について，管理職や校内組織への報告・連絡・相談
をつい忘れたり，遅れたりすることがある。

16 自分の学級の問題点等を気軽に同僚に打ち明けることが苦手である。

17 子どもへの不適切な指導について，教職員同士で指摘し合ったことがない。

18
部活動等では，子どもへの指導における言葉使いが，部活動等以外での指導の言葉遣
いに比較して，つい悪くなってしまう。

19
部活動等での指導において，活動中に意欲が感じられない児童生徒に対して，つい腹
立たしく思ってしまう。

20 部活動で，成果や結果だけを求めようとする指導になってしまうことがある。

　体罰を起こした事例について考察してみると，その要因には，次のような傾向が見られます。自分
自身に当てはまるかどうか確かめてみましょう。他者評価をしてもらうことも有効です。

体罰が起こる傾向についてのチェック表(平成２９年度版)
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  鈴教学 第 476 号 

令和 4年 5月 日 

（宛先）各小中学校長 

鈴鹿市教育長 廣田 隆延  

 

不祥事根絶に向けた取組の徹底について（通知） 

 

教職員の不祥事根絶に向けた取組を進める中，令和３年度，県内においては，わい

せつ行為等により懲戒処分とした事案が発生しました。児童生徒の健全な育成に携わ

る教職員のこうした相次ぐ不祥事により，依然として，公教育への信頼が根底から揺

らぐ危機的状況にあります。 

各学校におかれましては，全教職員に対し，下記の内容について周知や指導をお願

いします。また，校長のリーダーシップのもと，県教育委員会がこれまで発出した通

知や，別添資料等を活用し，自分事として捉えられるような，少人数グループによる

話し合いの機会を設定した研修会を行う等，教職員の主体的な取組を推進してくださ

い。さらに，教職員が悩みや課題について気軽に相談でき，円滑なコミュニケーショ

ンを図ることができる職場づくりに努めていただきますようお願いします。 

 

                    記 

 

１ 市教育委員会は学校とともに，県教育委員会の方針を踏まえた不祥事根絶に向け

た主体的な取組を推進します。 

 

２ これまでに発出された通知等を活用した研修会をとおして，次のような対応策の

徹底に努めてください。 

（１）わいせつ行為への対応策 

 ・SNS 等で児童生徒との公務上必要な連絡以外は行わないこととし，公務後に不要と 

なった個人情報は速やかに削除してください。 

 ・一対一の指導が必要な場合は，管理職等に事前に連絡・報告を行い，指導を行って

いることを共有するとともに，部屋のドアを開けたままにしておくなど，密室の

状態になることを避けてください。 

 ・児童生徒を教職員の自家用車に同乗させないこととし，やむを得ない場合は管理

職の許可を得るようにしてください。 

 

（２）不適切な発言への対応策 

 ・児童生徒がどのように受け取るか考えることなく，教職員の不適切な発言により

子どもたちの人権を侵害することがあります。このことから，教職員の発言が児

童生徒に与える影響の大きさについて認識し，事例研修をとおして未然防止に努

めるようにしてください。 
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（３）交通事故への対応策 

 ・走り慣れた道路でも過信することなく，交通事故はいつでも誰にでも起こりうる

ことを念頭に置き，自分の運転一つひとつを見直し，安全運転を行い，事故防止

を徹底してください。 

 ・万が一交通事故を起こした場合は，軽微なものであっても被害者の救護，警察へ

の報告，管理職への報告を必ず行うことを徹底してください。 

 

３ 今後の不祥事根絶に向けた取組の予定 

・体罰の実態把握のための調査（体罰アンケート）を年２回実施。 

・セクシュアル・ハラスメントの実態把握のための調査（セクハラアンケート）を年

２回実施。 

・「不祥事根絶のための行動計画」の作成と実施。（詳細は，後日お知らせします。） 

・鈴鹿市立小中学校コンプライアンス推進旬間内に，コンプライアンス・ミーティ 

ングを年１回実施。（詳細は，後日お知らせします。） 

 

【事務担当：鈴鹿市教育委員会事務局 学校教育課 教職員グループ】 
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